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示す。 

各ダムの解析対象期間は水文水質データベースか

ら底層DOと流入量の両データが入手可能な期間を対

象とした。 

2．2  解析方法   
 本研究では、目的変数に対する説明変数の影響力が

定量的に示される重回帰分析を用いて底層DOと気温、

流入量の関係性を整理した。重回帰分析においては各

調査における底層 DO を目的変数に、気温と流入量を

説明変数に設定した。気温については底層 DO の調査

時間から24時間前までの平均値を気温データとした。

流入量については、底層 DO の調査時間から 24 時間

前平均、48 時間前平均、72 時間前平均の三つを流入

量データとし、3 通りのデータを代入し解析を行った。

重回帰分析は EXCEL を用いて行った。また重回帰分

析にて高い相関が得られたダムについては底層DO濃

度と底層 TN 濃度、底層 TP 濃度を比較し、溶出傾向

について整理した。 

また、各ダムにおける底層DO の季節別の変動傾向

を整理したところ、季節的な周期性が強いダムが多く

存在したため、Lomb-Scargle 法によるフーリエ解析

を実施し、パワースペクトルを算出した。Lomb-
Scargle 法によるフーリエ解析は Python 言語の

astropy.timeseries ライブラリを用いて行った 3)。 

3．解析の結果 
3．1  重回帰分析による結果

重回帰分析による相関係数R2の一覧を図-1に示す。

表-1 対象としたダムと対応する気象観測所 

No ダム名 所在地 解析対象の期間 観測数 気温観測所 備考 

1 金山ダム 北海道 2002-2016 124 幾寅 

2 豊平峡ダム 北海道 2002-2015 123 札幌 

3 鹿ノ子ダム 北海道 2002-2016 123 留辺蘂 

4 滝里ダム 北海道 2002-2016 290 富良野 

5 田瀬ダム 岩手県 2002-2015 160 遠野 

6 御所ダム 岩手県 2002-2016 171 雫石 

7 白川ダム 山形県 2006-2015 87 高峰 

8 浅瀬石川ダム 青森県 2002-2015 110 黒石 

9 相俣ダム 群馬県 2002-2017 180 沼田 

10 薗原ダム 群馬県 2002-2017 154 沼田 

11 五十里ダム 栃木県 2002-2015 159 五十里 

12 二瀬ダム 埼玉県 2002-2015 162 秩父 

13 宮ヶ瀬ダム 神奈川県 2003-2017 164 八王子 

14 下久保ダム 群馬県 2002-2015 162 神流 

15 草木ダム 群馬県 2002-2016 162 桐生 

16 新豊根ダム 愛知県 2002-2016 172 佐久間 

17 青蓮寺ダム 三重県 2002-2015 161 大宇陀 

18 土師ダム 広島県 2002-2010 94 三入 

19 温井ダム 広島県 2002-2015 162 加計 

20 柳瀬ダム 愛媛県 2002-2016 150 四国中央 

21 石手川ダム 愛媛県 2002-2017 177 松山 

22 大渡ダム 高知県 2002-2015 161 久万 

23 中筋川ダム 高知県 2005-2017 114 宿毛 

24 新宮ダム 愛媛県 2002-2015 162 四国中央 

25 鶴田ダム 鹿児島県 2007-2016 115 大口 

26 下筌ダム 熊本県 2002-2017 181 日田 降水量：2004/11/03以前は「釈迦岳」 

27 厳木ダム 佐賀県 2002-2017 90 唐津 
気温 ：2010/2/24以前は「枝去木」、 

降水量：2010/2/24以前は「和多田」 

28 福地ダム 沖縄県 2008-2015 92 名護 

29 新川ダム 沖縄県 2008-2015 72 名護 
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すべてのダムに対して気温と 24 h 流入量、48 h 流入

量、72 h 流入量の三つの重回帰分析を行ったところ、

3 つの分析に対する R2 の差はほとんどなく、1－3 日

程度の流入量の変化は底層DOに大きく影響しないこ

とが示唆された。

また、R2＞0.5 を示した 7 つのダムにおける気温―

24 h 流入量の重回帰分析に対する回帰係数及び t値を

図-2 に示す。気温に対する回帰係数は-0.20 ~ -0.41 の

範囲であり、t 値の絶対値についてもすべて 10 以上で

あった。流入量に対する回帰係数は新豊根ダムを除い

た 6 つで 0.05 ~ 0.25 の範囲であり、t 値についてもす

べて 2 以上であった。新豊根ダムにおいて流入量は回

帰係数が負の値を示し、また t 値の絶対値についても

2 以下であったため、流入量の影響力は小さかった。 
 気温と流入量の説明変数としての影響を比較すると

t 値の絶対値から気温が流入量より影響力が大きいこ

とが示唆された。特に、新豊根ダムにおいては流入量

が底層 DO に対する影響力が小さく、気温が底層貧酸

素化に対する主たる説明変数であることが明らかに

なった。これらの結果より、相関が得られたダムでは

将来の気温が上昇した気候において底層DOの低下が

予想されることが考えられた。また、流入量は貯水池

の回転率等に影響するものの、成層の形成等の水の動

きが底層 DO により強く影響するため、単純な重回帰

分析では影響の評価は難しいと考えられた。

高い相関を示した 7 つのダムにおける底層 DO と

TN、TP に関係性を図-3 に示す。御所ダムや薗原ダム

ではDO 濃度 2.0mg/L以下の貧酸素状態におけるTN
と TP 濃度の著しい増加傾向は見られなかったが、新

宮ダムでは DO 濃度 0mg/L 付近で高い値を示す観測

プロットが見られた。新宮ダムの流入河川の TN の平

均濃度は 0.38 mg/L、TP の平均濃度は 0.0062 mg/L

図-1 重回帰分析の相関係数一覧 

図-2 相関係数が大きかったダムにおける気温と流入量の回帰係数と t 値 
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であり、DO 濃度が0 mg/L付近ではTNは1.0 mg/L、
TPは 0.05 mg/Lを超える値が存在し、嫌気状態となっ

た底泥から栄養塩溶出が起きていることが推察された。

大渡ダムにおいても DO 濃度 2.0 mg/L 以下で TN 濃

度が高くなる傾向が見られた。大渡ダム流入河川の

TN 濃度の平均値は 0.36 mg/L であり、DO 濃度 2.0 
mg/L以下の貧酸素状態でTN 濃度が 1.0 mg/Lを超え

るようなプロットでは底泥からの栄養塩溶出が起きて

いることが推察された。これらのダム貯水池において

は水温上昇により底層の貧酸素化が発生しやすくなる

と同時に栄養塩の溶出も発生しやすくなることが考え

られた。

3．2 底層 DO の年変動特性と Lomb-Scargle 法を用

いたフーリエ解析の結果 

各ダムにおける底層 DO の年変動特性と Lomb-
Scargle 法を用いたフーリエ解析により算出されたパ

ワースペクトルを上段下段に整理した一覧を図-4 に

示す。特定の時期に調査が実施されていないダムが複

数存在したため、それらのパワースペクトルについて

は解釈が難しいが、365 日波長付近の Power が大きい

ダムほど年間の周期性が強い傾向が見られた。最大

Power が 0.6 以上のダムでは貧酸素化が発生する期間

が限定的であり、特に最大 Power が 0.78 を示した厳

木ダムでは 4－8 月にかけて底層の貧酸素化が進行    

し、9－12 月の貧酸素期間から 1－2 月に循環期に入

り貧酸素水塊が解消されるという年間の動きが顕著に

示されていた。加えて、厳木ダムにおける 4－9 月の

データにおいて底層 DO と水温、24h 流入量を対象と

して重回帰分析を行った結果を表-2 に示す。相関係数

R2＝0.69 と高い相関性を示し、気温に対する t 値の絶

対値が 12.9 と高いのに対して、流入量に対する t 値の

絶対値は 0.86 と低く、気温に対する影響を強く受ける

と考えられた。厳木ダムにおいては気温が上昇した将

来気候での 4－9 月における底層 DO は低下し、貧酸

素化期間が長期化することが考えられた。

このように年間での周期性が強いダム貯水池におい

ても、水温躍層の形成により底層 DO が低下しやすい

4－9 月における気温が上昇することで、水温躍層形成

の期間が長期化し、底層の貧酸素化が起きる期間も長

期化することが予想された。

4．まとめ 
 日本全国の底層貧酸素化対策を実施していていない

ダム貯水池を対象として、底層溶存酸素濃度について

気温と流入量の関係性について重回帰分析を行った。

重回帰分析の結果、一部のダムでは一定の相関関係が

得られ、気温上昇によって底層 DO が低下する傾向が

見られた。特に気温の回帰係数は-0.20 ~ -0.41 の範囲

であり、4℃上昇の世界では底層貧酸素化の長期化が

懸念された。一方で流入量の底層 DO に対する影響力

は小さい結果となり、成層の形成等を考慮せずに 

表-2 厳木ダムの 4－9月のデータによる重回帰分析

結果 

回帰係数 t値 相関係数 

気温 -0.51 -12.9
0.69 

流入量 -0.35 -0.86

図-3 底層 DO と TN、TP 濃度の関係性 
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図-4 各ダムの年間における底層 DO の変動と算出されたパワースペクトル 
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重回帰分析を行っても流入量の影響を評価することは

難しいと考えられた。底層の貧酸素化により、嫌気化

した底泥からの栄養塩溶出が起きていることが推察さ

れ、水温上昇の水質影響が懸念された。 

また、Lomb-Scargle 法を用いたフーリエ解析を実施

することで、ダム貯水池の底層 DO の変動に対する周

期性を評価することができた。 

本解析においては、解析の透明性の観点から気温と

流量の時間平均を変数とした重回帰分析を説明モデル

として使用したが、相関関係が得られたダムは限定的

であった。相関が得られなかったダムにおいても他の

解析モデルを適用することで、底層 DO との関係性に

ついてより深い解析を行うことが可能であることが考

えられる。今後は、機械学習モデルなどの他の統計解

析手法の適用や、クロロフィル a 濃度などの気候変動

によって影響を受けると考えられる他の指標について

も解析を行っていく予定である。 
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13.2  水質リスク軽減のための処理技術の開発

13.2.1  公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研

究 （水質リスクを軽減するための処理技術）

担当チーム：水環境研究グループ（水質）

研究担当者：山下洋正、平山孝浩、北村友一、

對馬育夫、鈴木裕識、小森行也、

厚朴大祐、髙沢麻理

【要旨】

令和元年度は平成 30 年度に下水処理水に残存するアンモニア性窒素の低減効果が確認された微生物保持担体

処理がアンモニア性窒素の低減と同時に医薬品の除去にも効果があるかどうかを調査した。微生物保持担体処理

槽は、ポリプロピレン製中空円筒担体を 35％充填した流動型担体処理槽（60L）を 2 連直列に設置した。水理学

的滞留時間（HRT）180 分と 120 分でアンモニア性窒素が残留する二次処理水を連続処理し、微生物保持担体処

理によるアンモニア性窒素の低減率とアジスロマイシン、クラリスロマイシン、レボフロキサシン、ケトプロフェ

ンの濃度変化、除去率を調査した。その結果、HRT180 分でアンモニア性窒素の低減率 91％が得られ、このとき

のアジスロマイシン、クラリスロマシン、レボフロキサシン、ケトプロフェン平均除去率は、15％、24％、64％、

61％となった。得られた医薬品の除去率は活性汚泥処理と同等以上であった。HRT120 分では、HRT180 分の条件

よりも除去率の低下がみられた。

キーワード：下水処理水、医薬品、アンモニア性窒素、微生物保持担体

1．はじめに 

環境省では水生生物の保全に係る水質環境基準項

目へのアンモニア性窒素（以下、NH4-N とする）の追加

を検討している。下水放流水から NH4-N が検出される

場合 1）もあり、下水放流先に環境基準点がある場合や、

排水基準値が設定された場合に対応するため、特に、

硝化の促進が難しい処理方法・運転条件の小規模処理

場に適した NH4-N の低減法を提案しておく必要があ

る。NH4-N の他にも、下水放流水中に含まれる医薬品

などは水生生物へ影響が懸念されており、環境省では

医薬品の有害性についての検討が行われている。医薬

品の中で抗生物質であるクラリスロマイシンの予測無

影響濃度(PNEC)は、69 ng/L という低濃度となること

が報告 2)され、下水処理水からこれを上回る濃度が検

出される場合 3) 4) 5)もあることが明らかとなってきた。

下水処理水放流先の水生生物保全のため、下水処理過

程での NH4-N と医薬品の低減法の開発が求められて

いる。

令和元年度は、平成 30 年度に下水処理水に残存す

る NH4-N の低減効果が確認された微生物保持担体処

理（以降、担体処理とする）が、NH4-N の低減と同時

に医薬品の除去に効果があるかどうかを調査した。 

2．実験方法 

写真-1 に担体処理槽の外観を、図-1 に活性汚泥処理

装置と担体処理実験装置の構成概要を示した。担体処

理槽は、容量 60L のステンレスタンクを直列に 2 台接

続したものとし、活性汚泥処理実験装置の後段に設置

写真-1 微生物保持担体処理槽の外観 

45



した。各担体処理槽にはポリプロピレン製の中空円筒

状の担体（4mmOD×3mmID×5mmL）を嵩比率 35% (21 L)
で充填した。担体処理実験のための原水は、実下水を

活性汚泥処理実験装置で硝化抑制運転し、処理水中に

NH4-N を残留させたものである。 
各担体処理槽は常時曝気と追加曝気装置を設置し、

第二担体処理槽に設置したアンモニアセンサーで追加

曝気を ON-OFF 方式で制御した。すなわち、第二担体

処理槽の NH4-N 濃度が 1 mg-N/L 以上で第一担体処理

槽の追加曝気を ON、NH4-N 濃度が 2 mg-N/L 以上で第

二担体処理槽の追加曝気を ON となるようにした。担

体処理槽の水理学的滞留時間（HRT）は 180 分（90 分

/１槽）と 120 分（60 分/1 槽）の 2 条件とし、各条件で

約 2 カ月の連続運転を行った。表-1 に各 HRT 条件の

実験期間、二次処理水流量、曝気量の設定条件を示し

た。

担体処理による硝化運転時の医薬品の除去特性を

明らかにするため、各 HRT 条件中に小型流量ポンプに

よる 24 時間連続採水を HRT120 分条件では 5 回

（12/2~3、12/9~10、12/16~17、12/23~24、1/6~7）、HRT180
分条件では 7 回（2/3~4、2/11~12、2/17~18、2/24~25、
3/2~3、3/9~10、3/17~18）行い、コンポジット試料の医

薬品の分析を行った。分析対象とした医薬品は、PNEC
が低く 2) 5)、下水処理水中に残存すると考えられる 3) 4) 

5)アジスロマイシン、クラリスロマイシン、レボフロキ

サシン、ケトプロフェンとした。医薬品測定の前処理

は、遠心分離（3500 rpm、5 分）のみとし、その上澄水

を分析試料とした。分析法は、LC/MS（Waters 製 Xevo
G2-XS）による MS e モードでの同位体希釈法である。

分析試料はメタノールで 1：1 に希釈したものを 30μ
L 分析装置に注入した。医薬品の他に、一般水質分析

項目として NH4-N、NO2+3-N、NO3-N を自動流れ分析

（ビーエルテック QuAAtro2-HR）で、DOC を全有機

炭素計（島津製作所 TOC-5000）で、SS を(ガラス繊維

ろ紙法)で測定した。第一、第二担体槽内の担体付着物

質量は、超音波抽出（200 W、10 分間）し付着物質の

重量をガラス繊維ろ紙により週 1 回測定した。

3．結果と考察 

図-2 は HRT 180 分と 120 分条件の第一、第二担体槽

の担体付着物質量である。第一と第二担体槽で付着物

質量に顕著な差は見られず、各 HRT での処理期間中に

大きな変動は見られなかった。また、HRT180 分と 120
分で付着物質量に顕著な差は見られなかった。

図-3 に HRT 180 分と 120 分の 24 時間採水で得られ

た二次処理水と担体処理水の NH4-N、NO3-N、NO2-N
濃度を示した。図-4 は DOC、図-5 は担体処理水中 SS
濃度である。HRT180 分の二次処理水、担体処理水中
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図-1活性汚泥処理実験装置と微生物保持担体処理実験装置の概要 

表-1微生物保持担体処理実験の実験期間、二次処理水流量と曝気条件 

第1担体槽 第2担体槽 第1担体槽 第2担体槽

HRT180分
2019/11/21～
2020/1/23

0.6 3 3 2 2

HRT120分
2020/1/23～
2020/3/26

0.9 4 4 2 2

HRT条件
(2槽当たり)

二次処理水流量
（L/min）

常時曝気量（L/min） 追加曝気量（L/min）
実験期間
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NH4-N 濃度の平均値は 17.6、1.51 mg-N/L（低減率：

91％）、120 分では 21.0、4.33 mg-N/L（低減率：79％）

となった。HRT120 分の担体処理水中 NH4-N 濃度は

HRT180 分条件より高いものの低減率は 79％あり、

HRT180、120 分とも担体処理による硝化運転を維持で

きていた。HRT180 分の二次処理水、担体処理水中の

DOC 濃度の平均値は、6.98、5.32 mg/L（低減率：24%）、

HRT120 分では 6.89、6.11 mg/L（低減率：11％）となっ

た。担体処理による DOC の顕著な低減は確認されな

かった。HRT120 分で二次処理水中の SS 濃度が高く

図-6 HRT:180分（上図）と 120分（下図）の 

二次処理水と担体処理水中の医薬品濃度 

（参考として検出下限を図示） 
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図-7 HRT:180分（上図）と 120分（下図）の二次

処理と担体処理水中の医薬品濃度/PNEC比 
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なっているが、HRT120 分の実験期間に活性汚泥実験

装置の活性汚泥の沈降性が悪化したため、活性汚泥が

二次処理水に流出したためである。

図-6 に HRT180 分と HRT120 分の二次処理水と担体

処理水中の各医薬品の平均濃度を示す。図中には参考

として、本分析条件での定量下限（検量線最低濃度 0.1
μg/L を 5 回測定した際の 10σ）を示した。 
二次処理水中のアジスロマイシン、クラリスロマイ

シン、レボフロキサシン、ケトプロフェン濃度は、定

量下限を上回る、約 0.15、0.56、0.39、0.72μg/L であっ

た。本実験での医薬品濃度はこれまでの報告 5）よりも

若干低いものの大きくは異なっていない。HRT180 分

条件でのレボフロキサシン、HRT120 分条件でのクラ

図-8 HRT:180 分と 120 分の二次処理水と担体処理

水中の医薬品除去率 
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リスロマイシンの二次処理水中の濃度の変動が大き

かったことわかる。各医薬品の担体処理による除去率

は異なったが、HRT180 分と 120 分で比較すると、

HRT180 分でより濃度が低下する結果となった。 
図-7 は二次処理水、担体処理水中医薬品濃度の実測

値を PNEC で除したものである。図よりアジスロマイ

シン、クラリスロマイシンの二次処理水中の実測値

/PNEC 比が高いことがわかる。HRT180 分で担体処理

することにより、アジスロマイシン、クラリスロマイ

シンとも実測値/PENC 比の低下が見られた。これらの

医薬品は、担体処理により PNEC 以下にすることは困

難であったものの、実測値/PNEC 比は概ね 10 以下と

なった。

図-8 に HRT180 分、120 分条件でのアジスロマイシ

ン、クラリスロマイシン、レボフロキサシン、ケトプ

ロフェンの除去率を示す。図中の各医薬品の除去率は、

1 回のサンプリング毎に算出し、HRT180 分では 5 回、

HRT120 分では 7 回の除去率を平均したものである。

HRT180 分で除去率が高く、アジスロマイシン、ク

ラリスロマイシン、レボフロキサシン、ケトプロフェ

ンの平均除去率は、それぞれ 15％、24％、64％、61％
となった。

活性汚泥処理過程でのアジスロマイシン、クラリス

ロマイシン、レボフロキサシン、ケトプロフェンの除

去率 5）は、16％以下、21~37％、51~61％、10％以下と

報告されており、本実験での HRT180 分での担体処理

は、活性汚泥処理と同等以上の除去率が得られること

がわかった。実下水処理場 16 カ所の下水放流水中の

医薬品の実態調査 5）によると、アジスロマイシン、ク

ラリスロマイシン、レボフロキサシン、ケトプロフェ

ンの平均濃度は、0.035、0.44、0.21、0.23μg/L であっ

た。放流水中の各医薬品濃度は PNECを上回っており、

生態影響低減のためには医薬品の追加処理は必要と考

えられる。

図-9 に DOC 除去率、NH4-N 低減率、第二担体槽の

DO、水温と各医薬品除去率に関係を示した。各水質項

目と医薬品除去率の間に明確な関係性は見いだせな

かった。医薬品の除去率の変動は大きく、除去率の向

上や安定した除去率を得るためには、除去に寄与する

因子の解明が重要となる。 

4．まとめ 

下水処理水に残存するアンモニア性窒素の低減効

果が確認された微生物保持担体処理がアンモニア性窒

素の低減と同時に医薬品の除去に効果があるかどうか

を調査した。 

本研究で得られた知見は以下のとおりである。 

1) ポリプロピレン製中空円筒担体による流動型担体

処理において、下水処理水に残存するアンモニア

性窒素と医薬品の同時除去は可能であった。

2) HRT180 分での NH4-N の低減率は 91％で、本条件

でのアジスロマイシン、クラリスロマシン、レボ

フロキサシン、ケトプロフェン平均除去率は、15％、

24％、64％、61％となった。この値は活性汚泥処

理と同等以上であった。

5．今後の予定 

下水処理水に残存するアンモニア性窒素と医薬品

の担体処理による低減法については、担体の種類の違

いや担体付着細菌叢解析も加えて、医薬品の除去に寄

与する要因を解明するとともに、除去率の向上と安定

した処理が行える処理法に改良していく予定である。 
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13.2.2 公共用水域における消毒耐性病原微生物の管理技術に関する研究（公共用水域へ及ぼす越

流水の影響評価と対策技術の提案、高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価） 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 
研究担当者：重村浩之、諏訪守、李善太 

【要旨】 

 本研究は、①消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の提案、②公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対

策技術の提案、③高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価、④リスク要因に応じた管理技術の提案、

の各項目を達成目標に掲げ実施するものである。令和元年度は、上記②、③の達成目標に関わる調査･研究では、実態

調査に基づく合流式下水道越流水の影響評価としてノロウイルス（Norovirus: NoV）を指標とした汚染の実態を把握し

た。次いで、高度処理法などによる病原微生物の除去率向上評価の一環として、膜分離活性汚泥法（Membrane Bioreactor: 
MBR）によるNoVの除去効果について、実験プラント（P.P.）と実下水処理場で稼働している実プラントを対象に評価

を行った。 
その結果、1降雨あたりの総降雨量が合流式下水道改善事業の降雨条件を超える降雨時では、越流水による放流先水

域へのNoV汚染が生じる可能性があった。越流水影響下によるNoVの汚染状況を簡易に把握するため、水質指標とし

て濁度と SS との関連性を評価した結果、濁度、SS 指標の活用により NoV 汚染の影響を評価できる可能性が示唆され

た。MBR による NoV の最大除去率は 4.5～5.2log、平均は概ね 4log 程度であり、標準活性汚泥法（標準法）と比較し

て 2オーダー程度向上していた。 
キ－ワ－ド：合流式下水道越流水、ノロウイルス、濁度、膜分離活性汚泥法 

１. はじめに

グローバル化にともなう多様な感染症を含め水系感染

症拡大防止に貢献できる下水道システムの構築は、社会

的優先度の極めて高い課題として、評価、対策技術を早

急に確立する必要がある。従来、大腸菌、一部のウイル

スを指標として衛生学的評価を行ってきたが、多種多様

な病原微生物の出現により、検出･対策技術の評価が困難

となることが予想される。分子生物学的手法の発展によ

り、社会活動に重大な影響を及ぼす病原微生物の知見が

集積されつつあり、新興感染症の病原微生物として一部

のウイルスや、再興感染症として多剤耐性菌などが大き

な社会問題１)、２)となっているが、対策手法構築のために

必要な除去･消毒感受性の体系化された研究･調査は進ん

でいない。公共用水域の水質管理のためには、その水質

に大きな影響を及ぼす下水処理場にて、多様化する重大

な感染症要因である消毒耐性病原微生物への効率的な対

応を図る必要があり、包括的な観点に基づく評価手法を

構築した上で、対策手法を提案することが必要である。 
本研究では、上記を踏まえ、様々なリスク要因に対応

した包括的な観点に基づく評価手法の構築と､放流先水

利用や異常時･災害時に対応した水処理･消毒技術の開発

を目的とするものである。令和元年度は、実態調査に基

づく合流式下水道越流水の影響評価として NoV を指標

とした汚染実態を把握した。次いで、高度処理法などに

よる病原微生物の除去率向上評価の一環として、MBRに

よるNoVの除去効果について、P.P.と実下水処理場で稼働

している実プラントを対象に評価を行った。 

２．研究目的および方法 

2.1 公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の

提案 

下水道の普及に早くから取り組んできた一部の自治体

においては、下水と雨水の排除を同一の管渠とした合流

式下水道を採用している。合流式下水道では降雨時にお

いて、雨水量が増加し下水処理場において処理対応が困

難になる場合には、未処理下水が公共用水域へ放流され

ることから、衛生学的な安全性を担保するため合流式下

水道越流水の対策技術の構築が必要となる。一方、当面

の合流式下水道改善事業の目標としては、汚濁負荷量の

削減、公衆衛生上の安全確保、夾雑物の削減の3つが挙

げられており、処理区域の面積が1,500ヘクタール未満

（流域関連は5,000ヘクタール未満）の都市においては、

H25年度を目途に合流式下水道改善事業が進められた。

合流式下水道改善事業の具体の対策としては、雨水浸透
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施設の設置、完全（部分）分流化、下水処理場の処理能

力の増強（遮集容量の増強、雨天時活性汚泥法の適用な

ど）、雨天時下水の貯留などである３)。 

本研究では過年度において、合流式下水道改善事業の1
手法である雨天時活性汚泥法によるNoVの削減効果を評

価した。R1年度は、公共用水域へ及ぼす越流水の影響評

価を目的に、NoVを指標とした実態調査を行った。調査

対象はA市とし、主な合流式下水道改善事業としては合

流下水の貯留施設の建設であり､1降雨あたりの総降雨量

が 20 mm時の降雨条件にて期待される効果として、雨天

放流時のBOD負荷を分流式並み、放流回数の半減を予測

している。雨天時調査は1降雨あたりの総降雨量が10.5
～115.5mmの 3降雨時に2箇所ある雨水吐き地点（採水

箇所から上流約1,000mと約 4,000mに位置）の下流にて

河川水を採水した。調査の実施は5～10月であったこと

から、冬季の感染性胃腸炎の流行期を過ぎ、非流行期へ

の移行期間であると考えられる。NoVに加え濁度、SSの

測定を行った。 
NoV の測定は、安定した定量値を得るため試料の濃縮

はPEG沈殿法とした。PEG沈殿法により回収した沈渣を

RNase-free水（遺伝子分解酵素を除去した水）に再浮遊さ

せてウイルス濃縮液とし、濃縮液中のウイルスは、リア

ルタイム RT-PCR 法により定量を行った。ウイルス遺伝

子の抽出は、ウイルス濃縮液からQIAamp Viral RNA Mini 
Kit（QIAGEN社）の抽出カラムを用いたグアニジン法と

した。抽出したRNAに微量に含まれているDNAを除去

するため DNaseI 処理し、RNeasy MinElute Clean up Kit
（QIAGEN 社）でウイルス RNA を精製した。上記で抽

出したウイルス RNA 試料 0.5μg をランダムプライマ－、

Omniscript RT Kit（QIAGEN社）を用い全量50μLの系で

逆転写反応により cDNA を作製し 5μL をリアルタイム

PCRに供した。NoVの検出に用いたプライマ－、プロ－

ブおよび反応条件は、「ノロウイルスの検出法について」
４)に準じた。リアルタイム PCR 反応のための試薬は

QuantiTect Probe PCR Kit（QIAGEN社）を用い、リアルタ

イムPCR装置はQuantStudio™ 12K Flex Real-Time PCR
System（Thermo Fisher Scientific）を使用した。逆転写反応

に使用する抽出 RNA 量は Spectrophotometer （NanoDrop
社製）により定量した。なお、ウイルス遺伝子抽出カラ

ムへのウイルス濃縮液の通水量は、検出濃度にバラツキ

が生じないよう抽出カラム 1 本あたり 0.05mg-SS となる

ように統一した５)。他の水質分析項目の濁度は水質計、

SSはGF/B ろ紙による定量とした。 
2.2 MBRによるNoV除去効果の向上評価

活性汚泥処理水や再生水の水質向上などを目的として

膜分離技術の導入が徐々に行われつつある。除去対象物

質に応じて膜の公称孔径は精密（MF膜）、限外（UF膜）、

逆浸透（RO膜）などに大別されるが、MF膜が多く用い

られている MBR の適用事例は平成 23 年 3 月時点で 16
箇所となっている６)。SS や細菌類の除去により良好な水

質が得られるとともに、ウイルスの除去効果が高いとの

報告事例７)があるが、限られた知見である。 
 本研究では、下水の高度処理法などによる病原微生物

の不活化･除去の向上評価の一環として、MBR による

NoVの除去効果を把握した。 
除去効果の評価は、B 下水処理場内の活性汚泥処理プ

ラントの生物反応槽に MF 膜（無機系/平幕/公称孔径

0.1µm）を浸漬させたP.P.とし、HRTを約8時間とした連

続処理により MLSS 濃度を徐々に高め 2,200～7,400mg/L
の範囲での評価となった。また、実下水処理場は堺市泉

北水再生センターにて稼動している MBR（有機系/平膜/
公称孔径0.2µm、MLSS 7,500～11,200mg/L）、HRTが6.8
時間の実プラントを対象とした。併せて、除去率の向上

割合を把握するため、P.P.からMF膜を引き抜いた状態に

よる標準法と泉北水再生センターにて並列処理を行って

いる標準法の処理水についても対象とした。さらに、P.P.
では原因が不明である反応タンク内の発泡現象による活

性汚泥の解体状況時についても評価を加えた。採水はP.P.
が約18ヵ月間（4回程度/月）、実プラントが約12ヵ月間

（1 回/月）行ない、NoV の他に大腸菌を測定した。NoV
の測定法は上記2.1と同様であり、大腸菌はQTトレイに

よるMPN法とした。

３．研究結果および考察 

3.1 公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の

提案 

調査時の降雨状況を図-1に示す。時間最大降雨量は2.5、
14、20mm/h、総降雨量は10.5、59.5、115.5mmであり、3
回の降雨時調査の内2回はA市の合流式下水道改善事業

の降雨条件(1降雨の総雨量20mm)を超えていた。雨天調
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図-1 調査時の降雨状況
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査時のNoV濃度の推移を図-2に示す。越流水の影響の無

い状況での河川水のNoV濃度は 104～105copies/Lで推移

していた。1降雨あたりの総降雨量が10mm程度であれ

ばNoV濃度の顕著な上昇は認められず、NoV濃度は調査

開始当初から大きな変動は見られなかった。しかし、総

降雨量がA市の合流改善事業の降雨条件を超えるケース

にてNoV濃度は最大106copies/Lとなり、調査開始当初と

比較して2オーダーの濃度上昇が認められた。
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図-2 雨天時調査における河川水のNoV濃度の推移

次いで、越流水の影響下によるNoVの汚染状況を簡易

に把握するため、水質指標として濁度とSSとの関連性を

評価した結果を図-3、4に示す。越流水の影響下において

濁度、SSの上昇時からのデータについて整理を行ったが、
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総降雨量がA市の合流式下水道改善事業の降雨条件を超

えるケースにて濁度とNoV濃度との関連性が見出された。

同様にSSとの関連性も高い状況にあったが（図-4）、総

降雨量が10mm程度時には越流水影響下によるNoV、濁

度、SSの顕著な上昇はないことから、NoV濃度との明確

な関連性は見出せなかった。 
合流式下水道改善事業の降雨条件（1 降雨の総雨量 20 

mm ）を上回る降雨状況にて、濁度、SSの顕著な上昇が

認められることで、NoV濃度が上昇しており、濁度、SS
指標の活用によりNoV汚染の影響を評価できる可能性が

示唆された。一方、合流式下水道改善事業において NoV
の放流負荷に関わる目標値は定められていないが、合流

式下水道改善事業の降雨条件を超える降雨時では、越流

水による放流先河川水へのNoV汚染が生じる可能性があ

った。近年では気候変動に伴う集中豪雨が頻発傾向であ

ることから、越流水の影響評価は今後益々重要となるこ

とが予想される。濁度、SS指標を活用した影響評価が可

能となれば、重要影響水域での水利用の安全性向上に寄

与できることが想定される。 
3.2 MBRによるNoV除去効果の向上評価

NoVの除去効果の向上評価に関わる調査結果を図-5、6
に示す。調査期間中の流入下水のNoV濃度は概ね106〜

108copies/Lの範囲内で推移しており、夏季と冬季におい

て 2オーダー程度の違いが見られた。各MBR処理水の

NoV濃度は 102〜103copies/Lレベルで推移しており、流

入下水に比較して濃度の変動幅は小さい状況であった。

全期間のNoV平均除去率はP.P.が 4.0log、実プラントが

3.9logとなり概ね4logと整理された。一方、反応タンク

内のMLSSの推移について図-7に示すが、P.P.の運転立上

げ時にはMLSSが低く6,000mg/L以下の状況ではNoVの

除去率にバラツキが見られ除去率は 2.3～5.0log であった。

このため、6,000mg/L以上のデータのみとした除去率で整

理を行うと3.9～5.2log、平均で 4.4logであった。今回の

MBRでのMF膜は公称孔径が0.1と0.2µmの平膜であり、

ウイルスが通過できる孔径ではあるが、MLSSの上昇と

ともにNoVの除去率がやや向上傾向を示していることか

ら、活性汚泥のフロック形成時にウイルスが取り込まれ、

粒径の大きいフロックが膜に捕捉されることでNoVの除

去効果が向上するものと推定された。また、MLSS上昇

による膜透過流速の低下や膜面におけるケーキ層の形成

なども考えられる。実プラントではMLSSがP.P.よりも全

体的に高濃度ではあったが、NoVの除去率は 3.1～4.5log
で推移しており、P.P.（MLSS 6,000mg/L以上時）と比較

してやや低い状況にあり、公称孔径の違いが影響してい

る可能性が推定された。
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  標準法の処理水のNoV濃度はP.P.と実プラントともに

104～106 copies/Lレベルで推移しており、膜処理水と比較

して2～3オーダー程度高い状況にあった。平均除去率は

P.P.が2.0log（1.6～2.6log）、実プラントで2.0log（1.0～
2.7log）であり、既往の報告例８）と一致した値であった。 
これらの結果から、MBRのNoV除去率は標準法に比

較して2オーダー程度向上し、NoVの最大除去率として

は 4.5～5.2logであった。 
併せて測定を行った大腸菌の除去率の推移について図

-8に示す。大腸菌は膜の公称孔径よりも大きいためろ過

捕捉されることからNoVの除去効果よりも高い状況にあ

った。流入下水の大腸菌濃度に影響を受け除去率が変動

しているが、多くのデータは6log以上でありMBR処理

水中の大腸菌濃度は定量限界値以下あるいは、採水時等

において極微量の汚染の可能性があったことから、それ

に近い値となった。一方、標準法によるP.P.と実プラント

の大腸菌の除去率は概ね2log程度であり、MBRと比較し

て大腸菌の除去率に大きな違いが見られた。 
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定量限界値以下

次いで、P.P.反応槽の発泡状況について写真-1 に示す。

泡とともに活性汚泥が流出したため、MLSS の低下が見

られた（図-7）。曝気を止め汚泥を沈降させても上澄液は

濁っており、活性汚泥によるフロックの形成能力は失わ

れていた。図-5、7 に NoV 濃度と除去率について追記し

たが、処理水のNoV濃度の上昇が見られ除去率がやや低

下した。大腸菌の除去率への影響は見られなかったが（図

-8）、ろ過水量の減少とともにろ過圧力の上昇が生じたた

め、MBR処理の継続は難しい状況となった。発泡の原因

は不明である。この時の反応槽の汚泥について、顕微鏡

による生物相を観察した結果 Aspidisca sp.、Vorticella sp.
などが確認されたが、個体数は 160～280細胞/mLであっ

た。これらの活性汚泥性生物量は活性汚泥微生物相の一

例９）と比較して少ない状況であり、浄化の程度が低い時

に出現９）する Amoebida（アメーバ目）が 1,360 細胞/mL
で優占していた。

写真-1 P.P.反応槽の発泡状況 
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４．まとめ 

本研究は、様々なリスク要因に対応した包括的な観点

に基づく評価手法の構築と、放流先水利用や異常時･災害

時に対応した水処理･消毒技術の開発を目的とするもの

である。R1年度は、実態調査に基づく合流式下水道越流

水の影響評価として NoV を指標とした汚染実態を把握

した。次いで、高度処理法などによる病原微生物の除去

率向上評価の一環として、MBR による NoV の除去効果

について、P.P.と実プラントを対象に評価を行った。以下

に得られた結果を示す。 
「公共用水域へ及ぼす越流水の影響評価と対策技術の提

案」

1) 1 降雨あたりの総降雨量が合流式下水道改善事業の降

雨条件を超える降雨時では、越流水による放流先河川水

へのNoV汚染が生じる可能性があった。 
2) 濁度、SS 指標の活用により、放流先河川水のNoV 汚

染の影響を評価できる可能性が示唆された。

3) 総降雨量が合流式下水道改善事業の降雨条件未満の

状況であれば、越流水影響下による NoV、濁度、SS の

顕著な濃度上昇は認められなかった。 

「高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向

上評価」 

4) P.P.と実プラントのMBRを対象としてNoVの除去率を

評価した結果、標準法に比較して 2 オーダー程度向上

し、最大除去率は4.5～5.2logであった。 
5) MBR による大腸菌の除去率は流入下水の大腸菌濃度

に影響を受け変動するが、多くは6log以上であった。 
6) 発泡により活性汚泥のフロック形成能力が失われる

ことで、ろ過水量が減少しろ過圧力の上昇が生じるため、

MBR処理の継続は難しい状況となった。 
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ことで底質が改善し、改善効果が融雪後まで持続するこ

とを示唆している。 
次に B2 地点における、硫化水素の鉛直分布の変化を

図-20に示す。結氷中の 2 月 28 日、融雪後の 5 月 25 日

の結果および融雪後の 8月 20 日の湖心での分布を示す。 
標高-7.5 mの硫化水素濃度は 2 月 28 日で 44 mg/L、5 月

25 日で 23 mg/L、湖心で 89 mg/L であった。DO 供給標

高の濃度低下が顕著であり、結氷期よりも融雪後の方が

硫化水素が低下しており、継続運転による影響と考えら

れる。さらに湖底付近まで濃度が低下しており、塩水層

内（標高-6.0 m～-9.0 m）全体での硫化水素濃度積算値か

ら暫定的に湖心と比較して 36～40 ％の硫化水素の濃度

低下が確認された。結氷期では DO の存在下で硫化水素

が存在する結果となり、さらに現地データを蓄積する予

定である。

4.まとめ 

 網走湖の底層貧酸素改善のため、現地に酸素供給装置

を建設し、現地スケールでの運用試験を実施した。 
 結氷期を含め、通年での継続運転を実施した結果、結

氷下においてもDO供給は可能で、結氷により水塊流動が

抑制されることで、DOの上昇が明瞭に観測された。さら

に硫化水素の酸化によって生成する固体硫黄を濁度とし

て影響範囲を観測すると約90000 m2に効果が波及してい

た。融雪後には水塊流動が大きくなるため、効果範囲が

局在化しないためにDOや濁度は低下するが、その影響は

広範囲に拡散する結果となった。また栄養塩濃度の低下

や硫化水素の40 ％の削減が確認され、吐出標高において

最も酸化が進行した。また、塩水層内の鉛直方向にも影

響が波及して底質の酸化挙動も確認されて、特に結氷期

において顕著であった。今後も継続した長期運用を行い、

詳細を観測する予定である。  
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